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2005 年 12 月 15 日 

株式会社 日立製作所 

 

 

役員人事並びに職制改正、人事異動について 

 

日立製作所(執行役社長：庄山 悦彦／コード番号：6501)は、役員人事並びに職制改正、人事異

動について、次の通り決定しましたので、お知らせします。 
【凡例:▽異動後(異動前) 氏名】 

 

＜2006 年 1 月 1 日付＞ 

１．役員人事 

(1)新任役員 

▽ 執行役常務／人材担当、秘書室長兼本社業務本部長(本社業務本部長) 河西晋二郎 

▽ 執行役常務／生産技術担当、投資計画室長兼品質保証本部長(モノづくり部門長兼投資計画室

長兼品質保証本部長) 福山裕幸 

 

(2)昇格 

▽ 執行役常務／知的財産権本部長(執行役／知的財産権本部長) 作田康夫 
▽ 執行役常務／中国支社長(執行役／中国支社長) 鈴木登夫 
▽ 執行役常務／事業開発担当(執行役／事業開発部門長) 西川晃一郎 
 

(3)担当の変更など 

▽ 執行役専務／グループ戦略、経営オーディット担当、グループ戦略本部グループ法務･コミュ

ニケーション本部長兼ブランド戦略室長兼コンプライアンス本部長兼発明管理本部長(執行

役専務／グループ戦略本部Ｇ－法務･コミュニケーション部門長兼法務･コミュニケーション

部門長兼ブランド戦略室長兼経営オーディット部門長兼コンプライアンス本部長兼発明管理

本部長) 八丁地隆 

▽ 執行役専務／グループ経営、財務担当、グループ戦略本部グループ財務戦略室長(執行役専務

／財務部門長) 三好崇司 

▽ 執行役常務／情報･通信グループ副グループ長兼ＣＳＯ兼経営戦略室長(執行役常務／人材部

門長) 原巖 

 

２．職制改正 

(1)グループ戦略本部 

・Ｇ－経営戦略部門、Ｇ－法務･コミュニケーション部門を廃止し、その傘下の部門は、グルー

プ戦略本部の直属とする。 
・グループ法務･コミュニケーション本部を新設する。 
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(2)コーポレートスタッフ部門 

・事業開発部門、財務部門、人材部門、法務･コミュニケーション部門、モノづくり部門、経営

オーディット部門を廃止し、その傘下の組織は社長直属とする。 
(3)電力グループ 

・衛星利用 IT インフラ推進本部を廃止する。 
 
３．人事異動 
▽ 企画室長(情報･通信グループ経営戦略室長) 小塚潔 
▽ 人材戦略室長(人材戦略室部長) 中畑英信 
▽ 財務一部長(情報･通信グループ員) 中村豊明 
▽ 研究開発本部燃料電池事業推進センタ長(電力グループ衛星利用 IT インフラ推進本部長)     

森田隆士 
▽ 電力グループ日立事業所副事業所長(都市開発システムグループ総務部長) 柴田文弘 
 
■添付資料 
１．新執行体制 
２．新任執行役の略歴 
 

以  上 



 
3 

１．新執行体制【2006 年 1 月１日付】 [◎は新任、●は昇格、下線は変更部分] 

 
代表執行役 執行役社長  庄 山 悦 彦

 
代表執行役 執行役副社長 

営業、情報事業、グループ資材担当、情報セキュリティ本部長 
 

小 野 

 

功

 

 
代表執行役 執行役副社長 

研究開発、新事業担当 
 

中 村 

 

道 治

 

 
代表執行役 執行役副社長 

重電全般、オートモティブシステム事業、生産技術担当 
 

住 川 

 

雅 晴

 

 

代表執行役 執行役副社長 

情報･通信グループ長＆ＣＥＯ、デジタルメディア事業担当、 

輸出管理本部長 

 

古 川 

 

 

一 夫

 

 

 

執行役専務 

北米総代表／日立グローバルストレージテクノロジーズ取締役会長兼

ＣＥＯ 

 

中 西 

 

 

宏 明

 

 

 

執行役専務 

グループ戦略、経営オーディット担当、グループ戦略本部グループ法

務･コミュニケーション本部長兼ブランド戦略室長兼コンプライアン

ス本部長兼発明管理本部長 

 

八丁地 

 

 

隆

 

 

 
執行役専務 

グループ経営、財務担当、グループ戦略本部グループ財務戦略室長 
 

三 好 

 

崇 司

 

 
執行役専務 

営業統括本部長兼グループ営業準備室長兼ＣＳ推進センタ長 
 

田 島 

 

卓 也

 

 
執行役常務 

電力グループ長＆ＣＥＯ／バブコック日立株式会社取締役社長 
 

眞 野 

 

重 治

 

 
執行役常務 
電機グループ長＆ＣＥＯ兼交通システム事業部長  

鈴 木 
 

  學 
 

 
執行役常務  

都市開発システムグループ長＆ＣＥＯ 
 

大 沼 

 

 彦

 

 
執行役常務 
情報･通信グループ副グループ長  

篠 本 
 

学 
 

 
執行役常務 
情報･通信グループ副グループ長兼ＣＳＯ兼経営戦略室長 

 
原 
 

巖 
 

添付資料
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執行役常務  
コンシューマ事業統括本部長  

立 花 
 

和 弘 
 

 

執行役常務 
コンシューマ事業統括本部副統括本部長 
兼ユビキタスプラットフォームグループ長＆ＣＥＯ 

 
江 幡 
 
 

誠 
 
 

 
執行役常務 

オートモティブシステムグループ長＆ＣＥＯ 
 

長谷川 

 

泰 二

 

 
執行役常務 

グループ会社経営指導担当／株式会社日立ディスプレイズ取締役社長 
 

森 

 

和 廣

 

 
執行役常務 
電力技術担当 

 
齊 藤 

 
莊 藏

 

 
執行役常務 

研究開発本部長 
 

川 上 

 

潤 三

 

● 
執行役常務 
知的財産権本部長 

 
作 田 
 

康 夫 
 

 
執行役常務 

中国総代表兼中国ＣＩＯ 
 

塚 田 
 

實 
 

 
執行役常務 
関西支社長 

 
林 
 

雅 博 
 

● 
執行役常務 
中国支社長 

 
鈴 木 
 

登 夫 
 

● 
執行役常務 
事業開発担当 

 
西 川 
 

晃一郎 
 

◎ 
執行役常務 
人材担当、秘書室長兼本社業務本部長  

河 西 
 

晋二郎 
 

◎ 
執行役常務 
生産技術担当、投資計画室長兼品質保証本部長  

福 山 
 

裕 幸 
 

 

グループ経営執行役 
グループ戦略本部長兼日立グループＣＩＯ 
(日立化成工業株式会社取締役会長を兼務) 

 
内ヶ崎 
 
 

功 
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２．新任執行役の略歴 

 

かさい

河西 晋
しん

二郎
じ ろ う

 

生 年 月 日 1946 年 11 月 29 日 生 

出 身 地 東京都三鷹市 

学 歴 1970 年 3 月 武蔵大学経済学部 卒業 

職 歴 1970 年 3 月 東京証券代行株式会社 入社 

 1974 年 6 月 株式会社日立製作所 入社 

 1991 年 8 月 システム開発研究所総務部長 

 1994 年 4 月 総務部副部長 

 1997 年 12 月 総務部長 

 2000 年 4 月 業務サポート事業部長 

 2001 年 7 月 コーポレート･コミュニケーション本部長 

 2002 年 6 月 コーポレート･コミュニケーション本部長  

兼 業務サポート事業部長 

 2003 年 4 月 本社業務本部長 

(現在に至る) 

 

ふくやま

福山 
ひろゆき

裕幸 

生 年 月 日 1942 年 12 月 15 日 生 

出 身 地 宮崎県東諸県郡国富町 

学 歴 1965 年 3 月 宮崎大学工学部 卒業 

職 歴 1965 年 4 月 株式会社日立製作所 入社 

 1986 年 8 月 栃木工場圧縮機製造部長 

 1990 年 5 月 日立エアコンディショニングプロダクツマレーシア社社長 

 1996 年 5 月 株式会社日立製作所 冷熱事業部栃木本部長 

 1997 年 10 月 株式会社日立 GE ライティング取締役副社長 

 1999 年 4 月 株式会社日立製作所 家電グループ家電営業本部長 

 2000 年 4 月 株式会社日立 GE ライティング取締役社長 

 2002 年 11 月 品質保証本部長 

 2003 年 4 月 モノづくり推進部門長兼品質保証本部長 

 2004 年 4 月 モノづくり推進部門長兼品質保証本部長兼投資計画室長 

 2005 年 1 月 モノづくり部門長兼投資計画室長兼品質保証本部長 

(現在に至る) 

 

 

 

 

以  上 



------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 
このニュースリリース記載の情報(製品価格、製品仕様、サービスの内容、発売日、 

お問い合わせ先、URL 等)は、発表日現在の情報です。予告なしに変更され、検索日と

情報が異なる可能性もありますので、あらかじめご了承ください。 

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 
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